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 東彼杵町告示第２６号 

  

東彼杵町建設工事入札制度要綱の一部を改正する告示をここに公布する。 

  

令和６年３月１日 

  

東彼杵町長   岡 田 伊一郎 
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東彼杵町建設工事入札制度要綱の一部を改正する告示 

東彼杵町建設工事入札制度要綱（昭和５７年告示第１７号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

建設工事の公共性及び特殊性に鑑みるとき、建設工事の入札について

は、建設業者の信用及び技術能力等を特に重視するとともに公正自由な

競争を図らなければならない。かかる観点から入札について合理的な基

準を設ける必要があると考えられる。ついては東彼杵町が施行する建設

工事の入札について、次の方法で実施するものとする。 

建設工事の公共性及び特殊性に鑑みるとき、建設工事の入札について

は、建設業者の信用及び技術能力等を特に重視するとともに公正自由な

競争を図らなければならない。かかる観点から入札について合理的な基

準を設ける必要があると考えられる。ついては東彼杵町が施行する建設

工事の入札について、次の方法で実施するものとする。 

１ 方針 １ 方針 

建設工事（以下「工事」という。）の公共性を考えるとき、町が発

注する工事等の執行に当たっては、自由な競争を図るとともに、業者

の信用、技術及び施工能力を十分勘案する必要がある。 

建設工事（以下「工事」という。）の公共性を考えるとき、町が発

注する工事等の執行に当たっては、自由な競争を図るとともに、業者

の信用、技術及び施工能力を十分勘案する必要がある。 

このため入札の方法は、一般競争入札及び指名競争入札を採用し、

入札に参加しようとする者には、客観的審査事項に主観的審査事項を

加えて等級を付すことにより原則として夫々の等級に準拠して工事入

札参加者の決定又は指名を行う。 

このため入札の方法は、一般競争入札及び指名競争入札を採用し、

入札に参加しようとする者には、客観的審査事項に主観的審査事項を

加えて等級を付すことにより原則として夫々の等級に準拠して工事入

札参加者の決定又は指名を行う。 

２ 入札参加者の資格 ２ 入札参加者の資格 

町が発注する工事の入札に参加しようとする者は、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の１

１第１項において準用する令第１６７条の４の規定のほか、同第１６

７条の１１第２項の規定による「工事並びに工事に関する調査、設計

及び測量業務の契約にかかる一般競争入札及び指名競争入札に参加し

ようとする者に必要な資格等」の告示（以下「告示」という。）に基

町が発注する工事の入札に参加しようとする者は、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の１

１第１項において準用する令第１６７条の４の規定のほか、同第１６

７条の１１第２項の規定による「工事並びに工事に関する調査、設計

及び測量業務の契約にかかる一般競争入札及び指名競争入札に参加し

ようとする者に必要な資格等」の告示（以下「告示」という。）に基
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づき、該当入札に参加するため必要な資格の審査（以下「資格審査」

という。）を受けることを要件とする。 

づき、該当入札に参加するため必要な資格の審査（以下「資格審査」

という。）を受けることを要件とする。 

３ 資格審査の申込み ３ 資格審査の申込み 

(1) 建設業の許可を受けている建設業者で資格審査を受けようとす

る者は、建設工事入札参加資格申請書を町長に提出しなければなら

ない。 

(1) 建設業の許可を受けている建設業者で資格審査を受けようとす

る者は、建設工事入札参加資格申請書を町長に提出しなければなら

ない。 

(2) この資格審査の基準日は１２月１５日とする。 (2) この資格審査の基準日は１２月１５日とする。 

(3) この資格審査の有効期間は、定期（２年に１回資格審査を行うこ

とをいう。）の年度に申請した者は、基準日直後の４月１日から２

年間とし、定期の翌年度に申請した者は、基準日直後の４月１日か

ら１年間とする。 

(3) この資格審査の有効期間は、定期（２年に１回資格審査を行うこ

とをいう。）の年度に申請した者は、基準日直後の４月１日から２

年間とし、定期の翌年度に申請した者は、基準日直後の４月１日か

ら１年間とする。 

４ 審査及び名簿登載 ４ 審査及び名簿登載 

入札参加申込みをした建設業者の審査は、入札参加資格についての

適格性及び工事等の施工能力について行い、適格者とした者を入札参

加資格名簿（以下「名簿」という。）に登載する。 

入札参加申込みをした建設業者の審査は、入札参加資格についての

適格性及び工事等の施工能力について行い、適格者とした者を入札参

加資格名簿（以下「名簿」という。）に登載する。 

(1) 適格性の審査 (1) 適格性の審査 

適格性については、２の入札参加資格の資格について審査する。 適格性については、２の入札参加資格の資格について審査する。 

(2) 工事施工能力の審査 (2) 工事施工能力の審査 

工事の施工能力については、(1)によって適格者と認められた者

は、次に掲げる客観的審査事項により、業種ごとに審査し、更に等

級を設ける業種については、主観的審査事項も審査し、それぞれの

数値を求めるものとする。 

工事の施工能力については、(1)によって適格者と認められた者

は、次に掲げる客観的審査事項により、業種ごとに審査し、更に等

級を設ける業種については、主観的審査事項も審査し、それぞれの

数値を求めるものとする。 

(3) 客観的審査事項 (3) 客観的審査事項 

客観的審査事項の審査は、「建設業法（昭和２４年法律第１００

号）第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める

客観的審査事項の審査は、「建設業法（昭和２４年法律第１００

号）第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める
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件」の例により行うものとする。 件」の例により行うものとする。 

(4) 主観的審査事項 (4) 主観的審査事項 

主観的審査事項の審査は、次により行うものとする。 主観的審査事項の審査は、次により行うものとする。 

ア 工事種類別工事成績 ア 工事種類別工事成績 

(1) 基準日の前々年の１０月１日からその年の９月３０日まで

の２年間に完成した工事について、各業者の工事種類ごとの工

事成績評定点の平均により、次表の点数を付与する。 

(1) 基準日の前々年の１０月１日からその年の９月３０日まで

の２年間に完成した工事について、各業者の工事種類ごとの工

事成績評定点の平均により、次表の点数を付与する。 

（略） （略） 

イ 信用度 イ 信用度 

(1) 特定建設業者については、その業種ごとに１０点を加点す

る。 

(1) 特定建設業者については、その業種ごとに１０点を加点す

る。 

(2) 基準日を含む年の１月１日から翌年の１２月３１日までに

指名停止を受けた建設業者は、次の項目ごとの評点を合計し１

００点を限度として減点する。 

(2) 基準日を含む年の１月１日から翌年の１２月３１日までに

指名停止を受けた建設業者は、次の項目ごとの評点を合計し１

００点を限度として減点する。 

１） 贈賄事件に係るもの △１００点 １） 贈賄事件に係るもの △１００点 

２） 工事の安全成績に係るもの ２） 工事の安全成績に係るもの 

（略） （略） 

３） 談合に係るもの ３） 談合に係るもの 

（略） （略） 

４） 指名停止の期間を基準とするもの ４） 指名停止の期間を基準とするもの 

（略） （略） 

※ア(1)については、平成１５年１月１日以降に完成した工事から、イ

(2)については、平成１５年４月１日以降の指名停止から適用する。 

※ア(1)については、平成１５年１月１日以降に完成した工事から、イ

(2)については、平成１５年４月１日以降の指名停止から適用する。 

５ 格付の採点について ５ 格付の採点について 

(1) 審査対象の工事別区分 (1) 審査対象の工事別区分 
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ア 土木一式工事 ア 土木一式工事 

イ 建築一式工事 イ 建築一式工事 

ウ 電気工事 ウ 電気工事 

エ 管工事 エ 管工事 

オ 舗装工事 オ 舗装工事 

カ その他の工事 カ その他の工事 

(2) 次の工事種類については、総合数値により等級を設けて格付す

る。 

(2) 次の工事種類については、総合数値により等級を設けて格付す

る。 

（略） （略） 

６ 指名業者の選定 ６ 指名業者の選定 

(1) 指名業者の選定は、原則として工事別発注基準によるものとす

る。 

(1) 指名業者の選定は、原則として工事別発注基準によるものとす

る。 

ただし、特に必要があると認めるときは、対応する等級の直近上・

下位に属する者を選定することができる。 

ただし、特に必要があると認めるときは、対応する等級の直近上・

下位に属する者を選定することができる。 

(2) 継続事業において、３年以上継続して施工している業者について

は、次回は指名しないものとする。 

(2) 継続事業において、３年以上継続して施工している業者について

は、次回は指名しないものとする。 

(3) 災害復旧工事、緊急を要する工事、特殊の技術、経験が必要とす

る工事若しくは軽微な工事又はその他特別な場合は、本要綱の定

めに拘わらず等級を勘案して適格者を選定することができる。 

(3) 災害復旧工事、緊急を要する工事、特殊の技術、経験が必要とす

る工事若しくは軽微な工事又はその他特別な場合は、本要綱の定

めに拘わらず等級を勘案して適格者を選定することができる。 

(4) その他の工事については、当該業種の適格者の中から選定する。 (4) その他の工事については、当該業種の適格者の中から選定する。 

（工事別発注基準） （工事別発注基準） 

種類 級

別 

請負工事標準額 指名選定の

範囲 

備考 

土木一式工

事 

A 4,500万円以上 A級 B級 B級の最高限

度額 B 1,500万円以上 4,500万円 B級 A・C級 

種類 級

別 

請負工事標準額 指名選定の

範囲 

備考 

土木一式工

事 

A 4,500万円以上 A級 B級 B級の最高限

度額 B 1,500万円以上 4,500万円 B級 A・C級 
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未満  10,000万円 

C 300万円以上 1,500万円未

満 

C級 B・D級 

D 300万円未満 D級 C級 

建築一式工

事 

A 6,000万円以上 A級 B級 B級の最高限

度額 

18,000万円 

B 2,500万円以上 6,000万円

未満 

B級 A・C級 

C 600万円以上 2,500万円未

満 

C級 B・D級 

D 600万円未満 D級 C級 

舗装工事 A 額制限なし A級  

B 500万円未満 B級 

電気工事 

管工事 

A 1,500万円以上 A級 B級  

B 600万円以上 1,500万円未

満 

B級 A・C級 

C 600万円未満 C級 B級 
 

未満  10,000万円 

C 300万円以上 1,500万円未

満 

C級 B・D級 

D 300万円未満 D級 C級 

建築一式工

事 

A 6,000万円以上 A級 B級 B級の最高限

度額 

18,000万円 

B 2,500万円以上 6,000万円

未満 

B級 A・C級 

C 600万円以上 2,500万円未

満 

C級 B・D級 

D 600万円未満 D級 C級 

舗装工事 A 額制限なし A級  

B 300万円未満 B級 

電気工事 

管工事 

A 1,500万円以上 A級 B級  

B 600万円以上 1,500万円未

満 

B級 A・C級 

C 600万円未満 C級 B級 
 

 

附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 


